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I. 浪江町と早稲田大学
1. 早稲田大学東日本大震災復興支援法務
プロジェクトの誕生
• 法学教員（法学部・法科大学院）約１５名
• 民法、民事訴訟法、憲法、行政法、社会保障法、法社
会学、実務家教員、その他
• 臨床法学教育への積極的取組
２．浪江町への協力
• ２０１２年３月、教員と法科大学院生で町長を訪問
• ２０１２年４月から現在まで
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II. 協力のテーマ
1. 町民の精神的損害の賠償
• （１）原発ＡＤＲへの町を代理人とする集団申し立て
• （２）法科大学院卒業生を主力とする弁護団の組織
• （３）法社会学教員による被害実態調査
• （４）民法教員による法律意見書
• （５）浪江町支援シンポの開催
２．自治体賠償の妥当性
３．「二重の住民票」の可能性
• 憲法・行政法教員の検討
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II. 協力のテーマ
４．仮設住宅の訪問
• 社会保障法教員・学生、介護福祉課との連携
５．農業の復興
• 早稲田大学ボランティアーセンターと協力
• 学生ボランティアの農業支援
６．法科大学院生による職員聞き取り調査
７．法科大学院出身弁護士の期間付き任用
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III. 大学の役割と課題
1. 大学の果たしうる役割
• （１）今までの実務にない新しいアイデアの提供
» 例）町を代理人とする集団申し立て、弁護士職員の採用
• （２）蓄積した学問的知見の利用
» 例）法社会学に裏付けられたアンケート調査、法律意見書
• （３）大学の持つネットワークの活用
» 例）卒業生を中心とした弁護団の組織、町職員となる
弁護士の紹介、学生ボランティアの供給
• （４）大学の持つ社会への発信機能の活用
» 例）論文・出版、シンポの開催、マスコミとの連携
2016/4/9 比較法研究所・先端社会科学研究所 6
III. 大学の役割と課題
２．大学の抱える課題
• 浪江町との協力が全てに円滑であったわけではない
• （１）社会との共同作業に必要なノウハウの不足
» 自治体の組織・意思決定プロセスへの無知
» 町にとっての使い勝手の悪さ
• （２）継続的資金調達の困難
» 申請の不採択
• （３）大学に対する社会の認識
» 現場の実際の役に立つとfは思われていない
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IV. 大学にとっての支援の意義
• 協力によって大学が得たもの
（１）研究への刺激
» 少なからぬ業績（論文・出版）
» 国外でのシンポ（スイス・アメリカ）
（２）教育へのフィードバック
» 「災害と法」（常葉大学法学部、早稲田大学法学部）
» 浪江町役場エクスターンシップ（法科大学院）
» 本プロジェクトへの学生の参加（法科大学院）
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V. 最後に
• 現在の課題は、これまでの自治体と大学の関係の
反映
• 協力を継続する中から学び、新たな展望を切り開く
• 遠隔教育のノウハウの活用（テレビ会議等）
• 一日も早く、協力が不必要となる日が来ることを！
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